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 1. 地震計による
   観測記録の取得

2. 観測記録の精査

③地盤情報の精査および
   地盤モデルの作成

④各観測記録の工学的基盤波の算出

⑤工学的基盤位置における平均応答スペクトル比の評価

①地震計による
   観測記録の収集

②観測記録の選定と精査

⑥短周期帯と長周期帯に分けて，各地震観測点のデータ
　 を補間処理することにより，平均応答スペクトル比の空
　 間分布図を作成

⑦⑥で作成した空間分布図を基に、揺れやすさを指標とし
 　て周期帯別に揺れやすさの性質が近い領域の大まか
　 なゾーニングを作成

⑧⑦で作成した周期帯別の揺れやすさの組合せ
　 ＋地震観測点の平均応答スペクトル比の形状
　 ＋地理的・地形的条件と地質よりグループを作成

図 1 ゾーニングのフロー 

1．背景と目的  

 地震観測点が増加した昨今，観測記録を利用することで地形や地域ごとの揺れ

やすさの傾向が研究されている．例えば，先名ら(2009)1)は常時微動観測記録の H/V

スペクトル比から微地形区分に対応する地表の加速度応答スペクトルの推定手法

を提案した．また野津ら(2007)2)は強震記録からスペクトルインバージョンで深層

地盤の影響を考慮したサイト増幅特性を評価し、地域ごとのその特徴を言及した． 

本研究では，複数の地震観測点の地震記録を利用することで工学的基盤におけ

る揺れやすさの傾向について空間的な分析をし，地形的および地理的な条件や地

質を踏まえた揺れやすさのゾーニングを検討した．工学的基盤を対象

にしたのは，設計用の地震動の多くが工学的基盤で設定されることを

考慮したためである．ゾーニングの対象地域としては様々な地形と地

質で形成されている富士山南東部を選定した． 
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図 2 全地震観測地点の平均応答スペクトル比

2．工学的基盤における揺れやすさのゾーニング方法 

工学的基盤における揺れやすさのゾーニングのフローを図 1 に示す．

フローの①から⑥は新垣ら(2013)3)に基づく． 

(a) 短周期帯（0.02≦T≦0.2） 

(b) 長周期帯（0.7≦T≦2.0） 
図 3 平均応答スペクトル比の空間分布

本研究では対象領域周辺にある東京電力が保有する地震計と防災科学技術

研究所が保有する地震計（KiK-net と K-NET）の計 30 地点の地震記録を使

用した．ゾーニングに用いる地震記録は，「気象庁マグニチュードが5以上」，

「地震観測点から震源もしくは断層までの最短距離が 200km 以内」および「断

層中心深さが 100km 以浅」の 3 つの条件を満たすものに限定した．水平成分

の地表観測記録から一次元波動論に基づいて算出した工学的基盤波（2E）の

減衰 5%の加速度応答スペクトルを Annaka and Nozawa (1988)4)の加速度応

答スペクトル推定式の推定値で除した値（以下，応答スペクトル比）を算定

した．算定した応答スペクトル比のうち，全体の傾向から大きく外れるもの

については，地盤の特徴ではなくて地震の震源に起因するものであるから除

去した．精査後の応答スペクトル比の平均値を当該地震観測地点の平均応答

スペクトル比とし, 揺れやすさの指標とした．平均応答スペクトル比を算出す

るにあたり全地震観測点合わせて 105 地震を使用した．全地震観測点の平均

応答スペクトル比を図 2 に示す．全地震観測点の平均応答スペクトル比を補

間処理して空間的な分布を求めた．観測点は空間的に不規則に分布するため，

データを非線形最小二乗法により格子状のデータとした．空間補間に用いる

代表値には平均応答スペクトル比のうち，短周期成分は固有周期の範囲が

0.02 秒以上 0.2 秒以下，長周期成分は 0.7 秒以上 2.0 秒以下の幾何平均値を 
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表 1 平均応答スペクトル比の揺れやすさ 
に関する指標 

短周期帯 (0.02～0.2秒)

長周期帯 (0.70～2.0秒)

揺れにくい 中間 揺れやすい

揺れやすい揺れにくい 中間

揺れやすさの指標
平均応答スペクトル比の閾値

0.20 0.80 1.00 2.00
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図 5 ゾーニング結果の概略図
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図 4 地形分類図（原図を編集）5)

表 2 周期帯別の揺れやすさに着目した平均 
      スペクトル比の組み合わせ（検討結果） 
グル
ープ

短周期帯
(0.02～0.2秒)

長周期帯
(0.70～2.0秒)

観測
点数

A 揺れやすい 揺れやすい 2
B 中間/揺れにくい 揺れやすい 6

C 揺れやすい 揺れにくい 5

D 中間 揺れにくい 2

E 揺れにくい 揺れにくい 4  

使用した．以上の結果を図 3 に示す．この図を基に周期帯別に揺れやすさの性質が近い領域について大まかなゾー

ニングを作成した．周期帯別の揺れやすさの指標（閾値）は表 1 の通りに設定した．周期帯別の揺れやすさの組み

合わせに加えて，地震観測点の平均応答スペクトル比の形状や地理的・地形的条件と地質を考慮することにより，

富士山南東部の工学的基盤における揺れやすさのグループを作成した．なお，地形的条件については国土地理院の

2 万 5 千分の 1 地形図や図 4 に示す地形分類図 5)を，地質については関東地方土木地質図 6)を参考にした． 

3．ゾーニングの結果 

以上の方法に基づくゾーニング結果の概略図を図 5 に示す．また各グ

ループの平均スペクトル比の分布と平均を図 6 に示す．表 1 より周期帯

毎に 3 種類の揺れやすさを設定したため，計 9 通りの組み合わせが考え

られるが，今回の検討では長周期帯での「中間」が無いため 6 通りの組

み合わせとなった．また，表 2 のように B グループの「中間」と「揺れ

にくい」は平均応答スペクトル比の形状などから 1 つのグループにまと

めたため，計 5 つのグループ分けとなった． 

グループ A は小山町から足柄山地周辺のスコリアを含む地質をもつ

火山山麓地で，周期に関係なく揺れやすい傾向を持つ．グループ B はグ

ループ A の付近の御殿場市から箱根山裾野・足柄平野西部周辺の火山

地・火山山麓地または丘陵地で，短周期は揺れやすくはないが，長周期

は揺れやすい傾向を持つ．グループ C は愛鷹山周辺の火山地・火山山麓

地で，短周期は揺れやすく，長周期は揺れにくい傾向を持つ．グループ

D は秦野盆地周辺の山麓地または台地で，長周期は揺れにくい傾向を持

つ．グループ E は丹沢山地で，周期に関係なく揺れにくい傾向を持つ． 
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